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Summary 
There ar巴manyempirical research studies on agriculture regarding Saga Plains. How巴ver，according 
to our knowledge those studies have not yet been clearly analysed the n巴wlychanged regional agriculture 
especially under the WTO system which was implemented in 1995.τhe solutions for the regional agri叩
cultural problems seem to be very difficult since the inception of the WTO system. Our aims of this re但
search ar巴threefold.Firstly; to layout a brief overview of the巴xistingstructure of farm households and 
the b巴haviourof the farmers who engag巴inagriculture at their best level， secondly; to analyse th巴pre-
sent conditions and the trends of commercial farm households in terms of number of units and agricul-
tural crops (wheat and paddy rice) as well as in terms of land size叩 darea，出ir・dly;to discuss the best 
possibl巴roleof agricultural co-operatives that should be in order to develop the agricultural system in the 
area. 
The following points became apparent from our investigations for consideration : 1)Most of the 
farmers in the region appeared as aged and ful time as well as p紅ttime. There is a tendency to produce 
their own food for consumption purposes by the regional farm巴rs.Large-scale farming activities can be 
catego丘zedas diversified farming， but those farτnlands did not exceed 10 ha. 2) There is a need to accu悶
mulate land from farmers who are not willing to engage in agriculture in future and to provide that land 
for farmers who would like to engage in agriculture and who do not have sufficient agriculturalland with 
them. Even if there are no such fanners who would like to expand their scale by acquiring more land， 
promotion of group farming will be the ideal solution for th巴presentproblem. 3)τh巴reforeby consider-
ing the above m巴ntionedcharacteristics in Saga agricultural plains; we hav巴clearlys巴enthat agricul-
tural co-operatives must play a more dynamic role towards the agricultural development in the region. 
Key words : WTO， Saga Plain， Diversified Faロning，Agricultural Co-op巴rativeBusiness 
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1聞はじめに
1 )課題
1995年以降，我がr~の水田農業を大きく規定する農業政策は， I新たな米政策J(1997年)， I食
料・農業・農村F基本法J(1999年)，1土地利用型農業活性化対策J(2000年)，1緊急、総合米対策J
(同年)，とめまぐるしく変化した.しかし，米緬格はこれまでにない急落傾向を示し，稲作
経営の危機的状況が顕著となったため，数年後をめどに「農業経営所得安定対策jの実施が目
下検討Fされている.
これらの諸政策に対し， 1誌の目，ないし寄せ木細工といった評価もなされうるが，しかし，
1995年発足のWTO下でのグローパリゼーションの急進と，そのもとでの市場原理に基づく農
業構造の再編をベースに置くという点ではいずれの政策も共通しており，むしろそのような性
格は強化されつつあるとみられる.問題は，このような政策の下で，代表的水田地帯の農業が
知何に対応しようとしているのか，またそのような対応、方向]がスムーズに進みうるのか，とい
うことであろう.
ところで，佐賀平坦は日本を代表する典型的な水田農業地帯であることから，つとにそこに
おける水田農業に関する実証的研究の蓄請は膨大な量にのぼる.しかし，その多くは1980年代
までのものであり， 90年代以降の研究はそれほど多くはない.それは， 90年代以降の水出作経
営の悪化の下で，米作を中心とする佐賀平坦水田農業の将来展望が描きにくくなってきている
からであろう.しかも，佐賀平担農業も大きく変貌し，また複雑多様化したため，その将来展
も一~'1ilt的にはいかなくなったためと考えられる.
そこで，本稿は，改めて実態調査結果に却して，佐賀平士号水田地帯における農業・農家の変
貌の現時点の到達点を捕らえ 農民層の新たな動向と そのような動向に対する地域農協の対
応の性格と問題点を検討してみることを課題とする.
2 )対象地域・集落の選定
本稿では，検討対象地区:として，佐賀平担地帯の一角に位置する白石町を選定した.さらに，
そのなかで、水田農業の動向を検討するため，以下の諸点を基準にして日集落を選定し， 2∞o 
年7月に集落農家悉皆調査を実施した.
①農家戸数が一定数 (30戸前後)そろっている中規模(平均的)集落
②大規模稲作農家および認定農業者が数戸(名)存在する農業的色彩の濃い集落
③漁業問題には触れないため半農半漁世帯の少ないi日干拓地集落
2.白石町農業の特融
白石町は佐賀平野の西南部に連なる白石平野(平坦)の中心に位置する.町の大半は，古代
海底が陸地化したところから東部に有明海をす二拓して農地を拡張してきた平坦水間地帯からな
る.またそこはクリーク地帯を形成している.そして今日では嗣場整備事業が町内全域的に行
われ，水田の区画整備はほぼ全域的に済んでいる.このような経過から，今日，本町の農業は，
土地生産性の高さ 1戸当たり水田面積の広さ，水利構造の複雑さ，農地の集落領域の希薄さ，
また有明海のノ 1)養殖への進出による半農半漁一世帯の多さ等が地域的特衝となっている.
さて後述の農家調査結果の考察の上で必要な前提として 本節では 白石田Tの農業・農家の
特徴として以下の3点のみを指描しておきたいに
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表1 白石町の主要作物作付面積の推移
年次 米 雪之類 い草 レンコン
1965 2360 957 . 333 (注 1) 
70 2200 752 . 278 (注 1) 
75 お40! 663 . 322 (注 1) 
80 2430 1020 55 340 (i:I:1) 
85 23C日 1360 . 355 (1 1) 
90 2120 1420 386 (注 1) 
95 2240 1330 38 296 (注 1) 
98 1930 806 26 311 (注2) 
99 1900 875 . 309 (注2) 
資料:佐賀農林7](遂統計年報.
注1 白石町を含む杵島郡市(1市7田J)計.
i主2:佐賀県計
113 :…は項目なし.
(単位:ha) 
大笠 タマネギ イチゴ キャベツ レタス
. . . . 
. 140 . 3 . 
23 . . . . 
181 426 9 5 1 
187 467 17 4 l 
176 483 18 2 26 
178 527 19 27 27 
486 550 28 26 
501 596 19 31 29 
1 )作物変遷一米麦@レンコン・い箪の減少とタマネギ・大豆@イチゴ・レタスの増加一
白石町における1965年以降の主な作物の作付面積の推移の特鍛として，一方における面積減
少作物と地方における面積拡大作物の併存という 2つの動向が指摘できる.すなわち，まず面
積減少作物として米が存在する.特に98年以降における面積急減が目立つ.これが生産調整に
よることは明白だが， 95年までは2200ha台を維持してきたのに， 98年に至って1900ha台へと
落ち込んだことは，いわば米ショックの再来ともいえる事態と考えられる.
麦類も， 1990年の1400ha台から98年以時には800ha台へと大幅減となっている.その要因の
1つにタマネギの増加との競合も存在するが，主要なものは鏑格低迷である.
また白石王子野で唯 Aの白石町のい草栽培の面積も1998年は80年の半分に減少した.その要国
が中留からの輸入物の増大による髄格低迷で、あることは言うまでもない.
またレンコン面積も減少傾向にある.この要因も中国からの輸入品の増加による儲格低迷と
担い手の高齢化である.
，作付面積を伸ばしてきている作物の存在が注目される.その lつはタマネギであり，
今日では500ha台の面積に達し，面積的にも米・麦に次ぐ3番目の作物となったが，収益的に
は米に次ぐ作物であることがそれ以上に重要であり，いわば「米とタマネギJが白石町の2大
基幹作物であるということができる.
次いで大笠岡積が急増している.大豆は米生産調整開始(1970年)以降の転作作物であり，
特に98年以降の急増は，前述の稲作面積の急減と裏腹の関係にある.つまり大立はまさに「土
地利用型農業活性化対策jの先取り的存在であり，政策的対応の象鍛ともいうべき存在である.
また，イチゴ，キャベツ，レタスの面積拡大も注目される.これは，上記の米・麦類・
レンコンといった白石町のこれまでの主要な作物の長期低落傾向に対し 9 それらに代替ないし
それらを補完する新規部門とみることができょう(表 1). 
2 )農業経営組鱗の特徴ー接合経営・準単一複合経営の割合の高さー
近年，全毘的動向として農業経営営F組織の単一…4経営化{館頃向が顕著であることが指摘されている剖
佐賀県県奇も，表2のように，全体としてはその例外ではなく， 1990年に15%あった複合経営割合
が何年には9%弱に急減している.ただし2000年には若干増加して12%弱になっている.また
準単一複合割合も，どちらかというと減少傾向にある.逆に単一経営離合が1999年および2000
年には55%と過半を占めるに至った.
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表2 農業経営組織別農家数構成の推移 (単位:%) 
地 農産物
単一経営 準単一複合経営
名区 年次 販売 言十 稲作 言十
稲作主位で21立が 露地野菜 施設野菜 複合経営
農家数 ミ長類 露地野菜 が主{す が烹佼
1970 100.0 2.6 
自 80 100.0 45.6 41. 2 41. 3 10.5 18.4 3.1 0.2 13.1 
石 90 100.0 28.1 22.1 48.3 20.5 13.4 6.4 3.0 23.6 
町 95 100.0 32.0 28.9 48.1 15.2 15.9 7.5 4.3 19.9 
2000 100.0 27.4 21. 4 48.0 8.5 12.5 15.7 5.3 24.6 
1970 100.0 7.5 
佐 80 100.0 53.3 39.5 35.5 13.3 3.1 0.7 0.8 11. 3 
資
90 1∞.0 44. 7 30.8 40.9 20.9 2.2 1.3 3.9 14.5 県
言十 95 1∞.0 55.7 41.1 35.8 16.6 2.9 1.5 3.9 8.5 
2∞o 100.0 55.1 37.9 33.4 12.9 2.5 2.9 4.0 11. 5 
資料:農業センサス.
注 :ZE欄はデータなし.
表3 白石町の農家の経営耕地商積加階層間移動(推計) (単位:戸)
慶外I-0.5ha 0.5-1.0 1.0-1.5 1.5-2.0 2.0-2.5 2.5-3.0 3.0-5.0 5.0ha-? ?
??
?
?…?
?
? ?
???
? ? ?
???????
←??
????
?
?
←
? ?
? ?
?? 〉
?
?
???
??
??
? ? ?
?
?
←
??
? ? ? ?
←
?
??
?? ? ? ?
←
?
? ?
??
?
?
?
? ?
?
??
?? ぉ
?
?
? ? ? ?
????
??
?? ?
1980 
90 
95 
2000 203 143 28(1) 311 326 304 201 96 
資料:農業センサス.
設 1:階層間移動は隣接階層間で行われ，離農は最下層から行われると仮定し，上!脅から瀬次計算した.
注2: ( )はlOha以上.
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それに対し，自石町では，むしろ複合経営割合は徹増している.1995年には若干の減少が見
られたが， 2000年には25%とこれまでの30年間では最高値を示しでさえいる.つまり 4戸に 1
戸は複合経営だということになる.準単一複合経営農家のほうも10年間48%を維持し，両者合
計(広義の複合経営)で2000年は73%と4戸に 3戸を占めており 白石町の農業経営の大半は
未だ複合経営としての性格が強いことが確認される.
次いで白石町で農業経営組織の最大多数を占める準単一複合経営の作目構成を見ると， I稲
作が主で第21.立が露地野菜jおよび「稲作が主で麦類が第2位」という稲作主体のものがその
大半を占め，また農家全体の3割強を占めている.ここに歴史的に形成・蓄請されてきた干拓
地の高生産力の水田基盤の上に築かれた堅実な経営組織の形成を見て取ることができる.
さらに，まだ少数だが， I露地野菜が主」あるいは「施設野菜が主」となった経営組織も20∞
年には農家全体の2割以上に達し，稲作主体からの脱却をめざす経営の形成がうかがえる.
3 )農民層の動向一増減分岐層は上昇したが分解基軸層 (1.5~2. Oha)は不変ー
センサス公表ごとに経営耕地規模別にみた農民層の増減分岐j蓄ないしうt解基軸層の上昇が指
摘され，今期の2000年センサスでも 4ha以上層の増加が指摘されているお.白石町においても，
たしかに増減分岐膚は1980年以降， 2 ha， 2. 5ha，そして1995~2000年には 3haへと上昇して
きており，上層の農家数の増加が認められるが，しかし表3に示すように，階層間移動を推定
してみると，分解基軸層はこの間相変わらず2haにあり，それを分岐点にして，そこから上
昇するベクトルも存在し続けている点が確認される.そして，この点は，上記の稲作を主体に
主義作の麦類や露地野菜をプラスした複合経営の分厚い形成という経営行動が反映された結果と
考えられる(表3). 
3.調査農家分析結果
表4に謂査農家の直系世帯員の就業実態を，また表5に農家世帯類型別の農業経営の内容を
示した.
1 )農家世帯の分化・多様化と諸類型
自石平坦水田地帯における農家の類型として，稲作を中心とする比較的均一的な在り方をイ
メージしがちだが，調査結果からは，意外に多様な類型の存在が判明した.本節ではさしあた
り世帯員の就業構造を基準に，以下の6類型に大別してみた.
①大規模複合経営 (2戸)
20~30歳代の後継者を確保し 2 世代で農業に専従する実質的な専業農家は H 集落には 2 戸
しか形成されていない. 1番農家は借地拡大型の10ha規模農家で，大立の集団転作のローテー
ションの関係で、1999年産稲作面積は543aと少なかったが， 2000年産は753aであり，大規模稲
作といえる経営であるが，しかし40aのレンコン栽培も継続しており，決して単一的経営では
なく大規模複合経営としての性格をもっている点が注目される. 2番農家も同様に借地拡大型
の稲作主体の経営で， ミニライスセンターを装備し，他の農家の米収穫・乾燥調製・販売を受
託するなど米の個人販売も手がける農家だが，この大規模農家も稲作一本ではなく，レンコン
作を取り込み，複合経営としての在り方を崩していない. 2戸とも経営展開の在り方として注
目に値する類型である.
②半農半漁世帯 (2戸)
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H集落は半農半漁世帯の少ない集落ではあるが，それでもこのタイプの世帯が2戸残存する
のは，半農半漁世帯割合が日本一高い佐賀県有明海沿岸の実態4)の一端の反映である.しかし
話番農家や30番農家もかつてはノリ漁業を兼業する半農半漁世帯だ、ったように，今日担い手の
高齢化に伴う脱漁によって半農半漁世帯数とその割合は急減してきており，また2000年度のノ
リ不作やタマネギの鏑格暴落・廃棄といった事態の発生に見られるように，専業的農漁業経営
とはいっても不安定な存在であることに注意しなければならない.
③高齢専業的農家=昭和 1ケタ農家 (15戸)
表4で就業状況がAないしBというように，その農家の農業の主要な担い手が65歳(昭和
10年生まれ)以上で，あとつぎ(夫婦)はほとんど農外就業のみであり，農業を手伝うとして
も土日に限られている(土日農業)農家をこの類型に入れた.日集落ではこの類型が15戸と下
記の「あとつぎ他産業就業兼業農家jとともに最も多い類型であった.つまり昭和 1ケタない
し大正世代によって担われる農業世帯がH集落農家数の4割を占め， Iあとつぎ他産業就業兼
業農家」ともども最大の類型となっているのである.
④あとつぎ他産業就業兼業農家(15戸)
上記の「高齢専業的農家jとともに H集落の農家類型を代表するもう lつの類型を標記の
ように表現して一括したが，内容は多様であり，一方には，認定農業者でもあり50代夫婦で実
質的に専業農業的なタマネギ・米複合を営む6番農家や，同様に44歳の認定農業者でイチゴ17
aを主体とした経営を行い農業大学校生の息子も就農予定である 8番農家，および60歳前後の
夫婦専従によるタマネギ・米捜合の 7番農家のように，息子は他産業に勤めていても実質的に
世帯主夫婦による専業的農業を行っている農家も見られるが，他方では，上記「高齢専業的経
営j予備箪としての性格が強い昭和2ケタ生まれ世代によって担われた兼業農業がむしろこの
類型の支配的内容となっている.年齢的にまだ、せっば詰まった状況ではないが，あとつぎの就
農可能性がしばらくは見いだせない状況下で，農業継続の将来性を見いだせずに，農業経営に
対しては流動的で遼巡している農家類型とみることができょう.
⑤定年帰農世帯 (2戸)
33番農家 (60歳)は農水省を定年退職後臨時職で元の職場で働きながら稲作のみの農業を続
け，また34番農家 (63歳)は電力会社を定年退職後，それまで姿が一主に担っていた稲作80aと
タマネギ10aの生産を継続している.そして彼は「体力が許す限りで，農業をやっていると
える規模の 1ha水準の稲作が理想的」と語る.事例は2戸と少ないが，日下注自されている
類型である引
⑥零細飯米兼業農家(は2戸)
水田基盤が整っている地域であるためか，この類型は日集落では意外と少なく， 37番農家(52
歳)は農協に勤めながら50aの稲作のみを， 38番農家は世帯主 (43歳)は公務員で農業にはノー
タッチだが父 (72歳)が親戚へ機械作業を委託しながら17aの米作を継続している.
2 )農業経堂の特徴
次いで農業経営に関して，その特被として以下の2点を指摘しておきたい.
①経営規模拡大の緩'漫化
H集落の全農家の持つ水田総面積は80ha余になるが，借地拡大型経営は2戸しか見られな
いし，その予備軍は見いだ、せなかった.多くの農家は「今後は高齢農家が引退するため農地の
賃貸借が大幅に増えるだろうjと問答しているが，その受け手の形成が乏しい.これは H集
落のみの現象ではなく，佐賀平担水団地帯における一般的現象のように見える.
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②経営組織の特徴一分厚い複合経営の形成一
紙幅の関係で表出はしてないが， H集落の農業経営組織は上記世帯類型の如何にかかわらず，
おしなべて複合経営が大半を占めている.単一経営は定年帰農者や飯米農家の数戸に限られる.
ちなみに95年センサス集落カードでも，援合経営13戸，準単一複合経営19戸，両者の32戸で78%
となっている.その要民としては，稲作生産調整，汎吊的水田基盤の存在，米麦価の低迷等が
考えられる.
4.農業経営と地域農業の鰻望と課題
以上のような実態は自石平野の農業に大なり小なり基本的に共通する特鍛と考えられる.と
するならば，そこにおける農業経営と地域農業の将来方向として，如何なる点が重要なポイン
トとなるか， 2点のみ指摘し本稿前半部のまとめに代えたい.
1 )農産物価格低落下での接合経営による対抗
WTO，グローパリゼーション，食料・農業・農村基本法の下で，政府の食糧自給率向上策
とは逆に農産物輸入が増加し，経済不況・消費低迷も手{云って，米を初めとするほとんどの農
産物は過剰化し鏑格低迷状況が続いている.そしてそれが，とりわけ農業を専業とする大規模
経営にとって大きな経済的打撃となっている.それは，たとえば1990~95年に2.3倍に増えた
都府県の10ha 以上稲作経営数が1995~2000年には1. 2倍増にとどまり，北海道では減少に転じ
たことなどに現れている.佐賀県内でも1995年センサスで初めて12戸確認されたlOha以上稲
作農家も2000年には13戸と l戸増えたにすぎない.これまでの単一的規模拡大路線は反省を追
られたといえよう.
その点で，稲作大規模経営をも含めて，おしなべて複合経営としての農業生産の在り方を基
本的に保持している白石平野の農業経営組織のあり方は，外部経済条件の変化に対し強級性を
備えた持続的なものとして改めて再評価される必要がある.
2 )担い手の高齢化・農業経営の脆弱化と地域農業の再構成
今回の調査で，高齢化による農業生産の脆弱化や離農に如何に対応するかが極めて重要な課
題であることが改めて判明した.高齢化による担い手の脆弱化に対しては，宮下のところ農協
支所単位に結成されている機械作業受託組織(実践協議会)が米麦及び転作大立の主要機械作
業の受託を行い，鍛別農家経営の補完的役割を担っているが，実践協議会の活動状況には支所
間格差が大きい.また担い手の存荘状況にも集落問格差が大きい.
したがって，地域全体として集落レベルでの農業の担い手の状況を把握しつつ，広域的な観
点から地域農業の再構成の構想、を練っていく必要性が求められていると考えられる.そして，
その場合，このような地域農業の再建構想、が上述の個別農家の複合経営という経営組織の在り
方と両立する方向でなされていかなければならないことはいうまでもない.
そして，その場合，このような地域農業の再建構想、を推進する過程において，農協の果たす
役割が大きいと考えられる.古くて新しい課題だが，改めて地域農業の再建における農協の役
割が検討されることが求められている.そこで，以下の節で地域農業展開における農協の役割
に関する検討を行いたい.
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5.白石地区農協の経営と営農指導事業
1 )白石地区農協の概要と特徴
近年，農協の A層の広域合併化が全間的に急速に広がっている.佐賀県でも2001年4月より
幾つかの超大盟合併農協がスタートした.この間，農協合併構想、の実現が喧しく呼ばれ，何の
為の合併、なのか， I期待されるj農協経営改善の為の合併効果はどのようなものなのか必ずし
も明確ではなく，生産者組合員や地域農業不在の単に合併を目的として進められている感が強
い.地域農業崩壊の危機に直面している時に，地域農業再建に猫の手も借りなければならない
時に，地域農業と大きな関わりある単位農協が人減らしリストラの為の組織再編に熱中してい
るとみられる.
現在，新食糧法と WTO体制，地域農業と農協経営をめぐる状況は一層厳しくなっており，
地域農業と農協経営再建のために いま農協はどのような事業をどのように行うべきかが緊急
課題となっている.そこで， 1990年代農協経営不況期にあっても一貫して黒字基調できた佐賀
県下の単位農協を研究対象にその農協経営の構造とその経営条件を検討Fした.
近年，佐賀県 F農協の経常利益は42.3億円 (1989年から1991年平均値)から6.6億円 (1996
年から1998年平均値)へ急減している.本県下農協の約30%が赤字経営となっている.この厳
しい状況下で黒字経営を続け しかも その経常利益の内訳をみると事業収益の寄与率が極め
て高い農協がある.それが白石地区農協であるが，本農協の経常利益も近年， i斬減傾向にあり，
3.7億円(1989年から1991年平均値)から1.7億円 (1996年会から1998年平均値)へ減少傾向にあ
る.
ところで，白石;地包農協は， 1970年に白石町夜明極J，福富町3田J内にある 8農協が合併し
て設立された広域合併農協である.現在，正組合員6，076名，準組合員2，473名.農産物総販売
額をこの10年間100倍、円o、上に維持してきたが，主要品目の販売額は1989年の米，タマネギ¥
麦，イチゴ，レンコンから1999年のタマネギ¥米，イチゴ，麦，レンコンへと}lfi序は変化した.
米麦に重点をおいてきた農協であったが， 1990年代になって農産物輸入量の激増，新食糧j去方面
に，野菜(露地，施設)部門へ比重を移している(表6参照).これら営農の指
数は耕種部門38名，畜産部門9名である.
2 )黒字経営を維持した農協
佐賀県下には32の単位農協 (2000年現在)があり，このうち1996年から1998年平均の経常利
表6 白石地区農協による共同販売額推移 (単{主:百万円)
区分 1989年 90年 91年 92年 93年 94iJミ 954'. 96iJ三 97年 98王手 99年
米 4，003 6，026 3，310 5，461 6.616 4，567! 5，592 6，078 5，708 4，525 2，648 
麦 1，588 1，557 527 1，284 1，301 1，193 1，269 1，031 620 346 1，109 
大 32L 253 278 175 73 263 133 62 178 288 210 336 
¥;、 主 277 203 321 236 220 215 139 135 77 79 45 
タマネギ 2，895 3，209 2，586 2.，124 4，311 2，335 4，124 3，367 2，805 3，671 3，469 
レンコン 827 785 618 640 322 532 532 510 回4 451 431 
イチゴ 1，405 1，419 1，695 1，850 1，883 2，099 2，092 2，095 2，013 1，982 2，006 
その他 645 706 556 I 666 618 709 I 820 db;;: 991 755 メ『コ込 去ロしi 11，895 14，182 9，788 112，333 15，534 11，784 I 14，632 12，255 10，798 
資料:白石地区農協はま会資料jより行:成.
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表7 白石地|又農協の組合員に対する奉仕性
(1996年一1998年の 3年間平均値)
主祭 計算式
営農指導員 1人当り:1組合員数(戸) l正組合鼠戸数/営農指導員数
1組合員 1戸当り指導事業支出(円) 指導事業支出/正組合員戸数
勝翼手数料率(%) 購買手数料/鱗貨供給額
うち生産資材手数料率(%) 生産資材手数料/生産資材供給綴
うち生活資材手数料率(%) 生活資材手数料/生活資本i供給額
絞売手数料率(%) 版ラ苦手数料/絞売額
j笠ic額(円) 出資配当金一ト特別配当金/11:組合員戸数
内部留保高(千円) 内部情保高/組合長数
組合員 i人当り設備投資高(円) 有形回定資産保有高/組合員数
資料:I~石池氏農協「総会資料J より算出.
I主.内部情f来高=法定準備金÷特別積立金十次期繰越剰余金
白石地区農協 佐賀県32農協平均
70.3 100.0 
33.330 29，507 
12.3 12.7 
9.9 9.8 
16.9 17.9 
2.7 2.4 
11，719 5，402 
8.0 3.9 
651，535 535，789 
援が黒字農協は19農協である. 1 億円以上の黒字農協は 5農協であり，この中に白石地区農協
がある.本農協の大きな特徴はこの黒字経常利益を事業収益で上げていることである.そこで
以下，本農協の経営・収益構造についてみた.
まず，第 1に，白石地区農協の組合員に対する奉仕性を次の視点でみた(表7参照). 1)営農
l人当り正組合員数は県平均の70%と少なく，それだけ多くの生産者組合員と接触でき
るか，より深く生産指導する可能性が高くなっていると忠われる.一方， 2)正組合員 l戸当
り指導事業支出が高くなっている.つまり，生産指導の閣で組合員との接点をより密に，しか
も農協経営上は単独部門としては不採算部門であるにもかかわらず 生産指導に力を入れよう
とする強い姿勢がみられる.また， 3) 1組合員当り内部皆保高は8.0千円と佐賀県32農協平
均3.9千円の2倍， 4)有形固定資産保有高を組合員数で除した組合員 l人当り設備投資高
651，535内も県平均 (535，789円)よりはるかに高い.農協施設充実により利用事業による組合
員に対する奉仕性を高める努力がみられる.しかも， 5)正組合員に対する 1人当り還元額(出
資配当金と特別抵当金の合計額)は11，719円であり，佐賀県32農協平均5，402円の約2倍と大
きい.本農協には営農指導事業を基軸にした生産者組合員に対する農協事業の高い泰仕f生をみ
ることができる.
第2に，組合員による白石地区農協の利用度を次の視点でみた(表8参照).前述のように
白石地区農協は組合員に対する泰仕性が高いため，組合員の農協利用率も高くなっている.正
総合員 1戸当り販売品販売額3，556千円は県平均2，128千円の1.7倍，組合員 1戸当りの購買品
表8 組合員による白石地区農協の利用率
(1996年一1998年の 3年間平均値)
3詩 襟 計算式
組合員 l戸おり購買品供給額 (f円) 購実品供給額/組合員戸数
うち組合員 1P当り生産資材供給綴(千円) tj!f.資材供給額/正組合員戸数
うち組合員 1戸当り生活資材供給額(千円) 生活資材供給額/組合員戸数
lE級合員 1戸当り販売品販売綴(千円) 奴売品販売額/正総合員戸数
親合員 1 当り貯金額(千円) 貯金額/組合員戸数
組合員 1二I当り貸出金額(千円) 貸出金額/組合員戸数
組合員 1戸当り共済保有額{千円) 共済保有吉日/組合員戸数
資料:白石地区農j協 i総会資料jより算出。
白石地区農協 依賀県32良協平均
1，318 964 
1，318 974 
452 354 
3，556 2，128 
6，528 7，489 
1，416 1，776 
72，664 53，393 
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表9 白石地区農協の労働生産性比率
(1臼96年 1998年の 3年間平均僚)
標 計算式 白石地区農協 佐賀県32農協平均
信用部職員 l人当り貯金額(千円) 貯金額/信用部職員数 759，612 844，801 
共済部職員 1人当り共済保有害fli(千円) 共済保有額/共済部職員数 15，731，686 11，730，259 
時年賀部職員 l人当り購買品供給高(千円) 鱗震品供給額/購買部職員数 55，020 54，465 
販売部職員 1人当り販売品販売額(千円) 奴売品販売額/販売部職員数 310，877 311，318 
常勤役職員 l人当り組合員戸数(戸) 組合員戸数/常勤役職員数 13.4 19，1 
常勤役職員 1人当り事業総利益(千円) 事業総利益/常勤役職員数 6，902 6，813 
常勤役職員 l人当り事業管理費(千円) |挙挙管理費/常勤役職員数 6，504 6，968 
資料 :6石地区農協「総会資料jより算出.
表10 白石地区農協の収益性比率
(1996年一1998年の 3年間平均値)
十旨 +察 計算式 白石地区農協 佐賀祭32農協平均
自己資本収益率(%) 当期剰余金/王子均自己資本 1.1 0，8 
総資本~x.議率(%) 当期剰余金/平均総資本 0.11 0.05 
自己資本事業利益察(%) 事業利益/平均自己資本 3.3 1.5 
総資本事業利益率(%) 事業利益/平均総資本 0.3 -0.1 
事業利益対事業管理費率(%) 事業管理費/事業総利主主 94.2 102.3 
事業管理費対人件費率(%) 人件費/事業管理費 69.4 70.7 
箇定資産i周転事(%) 事業総利益/悶定資産 56.4 56.3 
経常収支率(%) 事業費用十事業管理費十事業外費用/事 93.5 99.5 
業収益十事業外収主主
資料:白石地区農協「総会資料jより算出.
供給額1，318千円は県平均の1.4傍，同様に生産資材供給額，生活資材供給額も大きく，また組
合員 1戸当り共済保有額72，664千円は県王子均の1.4倍と，いずれも佐賀県平均よりはるかに
く，販売事業，購買事業，共済事業そして利用事業等の組合員による利用率が高くなっている.
つまり，組合員と「おらが農協jの結び付きがまだまだ顕在という感じである.
第3に，白石地区農協の労働生産性比率を次の視点でみた(表9参照).白石地区農協の各
事業別労働生産性は高くない.特に，信用部織員 l人当り貯金額約76万円，販売部職員 l人当
り販売品販売額約31万円は佐賀県平均値よりも小さい.その理由として，常勤役職員 l人当り
組合員戸数が13.4戸と県平均値19.1戸より少なく，また，部門別事業高に見合った適正な職員
配置がなされていない点が指摘される. しかし，組合員に対する大きいサービス提供の可能性
はあり，各事業内での労働効率を上げる仕組みが検討されなければならない.
第4に，白高地区農協の収主主性比率を次の視点でみた(表10参照).自己資本収益率，総資
本収益率，自己資本事業利益率，総資本事業利益率は，いずれも白石地区農協が佐賀県平均値
よりも大きく，単位自己資本当り当期剰余金，事業利益をより大きく上げている.これは前述
したように組合員と農協の密な連携により事業利用高を大きくしたこと，一方，事業総利主主に
占める事業管理費率を94.2%と県平均の102.3%より低く抑えきれたこと等が理由として挙げ
られると思われる.白石地区農協の事業費用，事業管理費，事業外費用の合計値を事業収益と
事業外収益の合計値で除した経常収支率93.5%は県平均99.5%よりも低く抑えることができて
いる.
第5に，白石地区農協の財務比率を次の視点でみた(表1参照).本農協の貯貸率22.1%は
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表11 白石地区農協の財務比率
(1996年 1998年Aの3年間平均値)
指 t票 計算式 白石地区農協 佐賀県32農協平均
流動比率(%) 流動資ilE/流動負債 94.4 94.6 
棚釘j資産比率(%) 棚卸資産/総資産 1.4 1.1 
F子貸率(%) 貸出金平均残高/貯金平均残高 22.1 23.0 
貯預率(%) 預金平均残高/貯金平均残!埼 80.6 69.6 
内部運用比率(%) 信用事業負債信用事業資産/信用事業負 -3.4 2.1 
僚
自己資本比率(%) 自己資本/総資本 10.2 5.9 
内部留保'tl(%) 法定準備金十特別積立金十次期繰越剰余金 58.8 66.1 
/未処分利益剰余金
間定比率1(%) 自己資本/凶定資産十外部出資 82.0 65.3 
国定比率I (%) 自己資本/凶定資産 99.3 84.1 
同定長期適合率(%) 悶定資産/自己資本十周定負後 69.5 83.1 
資料:白石地区農協「総会資料jより算出.
県平均値より低く，それだけ県平均値より高い貯預率80.6%となっている.貯貸率の低さは，
農外部門に貸付先が比較的少ない純農村部にある農協であり，営農基軸型農協の一般的特衝で
あると考えられる.しかし，総資本に占める自己資本の比率は10.2%であり佐賀平均値5.9%
の2倍である.自己資本を国定資産と外部出資の合計で除した回定比率 182.0%，自己資本を
固定資産で除した毘定比率I99. 3%は，いずれも佐賀県平均値65.3%，84.1%より大きい.自
己資本比率が高く，国定比率も高く，本農協は結果として比較的いい形の財務状況を作ってい
るということができると思われる.
以上のように，白石地底農協では，営農指導を基軸に購買・販売事業においても，生産者組
合員に対する比較的高い奉仕性をみることができた.それが本農協組合員の農協利用率の高さ
を維持する要因となっており，特に販売事業，購買事業，共済事業そして利用事業等の利用率
の高さと結びついていると考えられる.そして，本農協は単位自己資本当り当期剰余金，
利益を比較的大きくして高い収益性を上げており，結果として，高い自己資本比率や回定比率
を実現し，いい形の財務状況を作っていると考えられる.
しかし，近年，本農協の経常利主主が漸減傾向にあり， 3.7億円 (1989年から1991年平均値)
から1.7億円 (1996年から1998年平均値)へ減少している.また，農協の財務基準令が指定す
る自己資本の基準を若干下回っている.そこで，農協経営の基軸であり，組合員に対する奉仕
性の要である営農指導事業について， 1990年以降の活動内容について特徴を整理しながら，今
後の諜題を検討しなければならない.
6凶変貌する営農指導事業とその課題
白石地区農協の最近の事業と管内組織の動向を示したのが表12である.農政活動は農業情勢
の大きな変化のなかで活発化した.本農協では， 1990年代前半，農産物輸入自由化問題を大き
な諜題としてとりあげた. 1990年米市場開放阻止に関する請願運動， 91年米輸入自由化阻止運
動， 92年米の市場開放阻止と潟費宣怯活動を生産組合，農協青年部も取組んだ.93年農協青年
部は米市場開放胆止を訴えた街頭一署名やハンガーストライキ運動を行った.一方では多様な担
い手を核に総合的な地域農業の再構築を目指し，団地化・低コスト農業への取組みを開始した.
24 佐賀大惨農学部議報第86号 (2001)
表12 白石地区農協の最近の事業と組織の動向
生E装組合 農協青年部 撲協婦人部
コシヒカ -コシヒカリ -地域化とオピニオン -生鮮品の共河
.~芸販売綴過去最高に け推進 リーダー脊成
-米市場開放院i止に関す 地域営'農集げiの確立 . i出土或i舌tt11::の為の後
る諮問 | 輸入山町 継者交流会
-超早場米「七夕コシヒ 習会 -白石農業のアピール
カ1)J開始
恥牛肉オレンジl気象災害l二附受け
輸入自rJイヒ る
開力1工事業が本協約に開
捻
19921 
費宣伝活動
. t，島精工場完成，米の小
1993 I・ガット交渉合意 -米市場開放Iill.止を訴 新燦燦計画
関税イヒの:如何へ えた街頭署名，ハン (作ろう，守ろ
-米の…音1自由化 円 ガーストライキ遂動 う，掴もう)
1994 1 .新食緩法制定 -異常気象でタマネギ滅 1 
E呈 も
水回 . rグリー ンメー ルE':J
営農活性化対策に総 石jの発行
織結集
1995卜新食糧法施行 .Il富芸100億円運動 -生E主調整への取組み
… 一一一一lー に
米ミニマムアク 迷動 動 青年部のあり方を討
セス受入れ 1・政府国会へ米の買入俗11 ・農政問題の学官会 議
1各の要請
生藤誠繋への取組み
-計画ilEr荷積み上げ遠野j
l恥献ー…減産 佐賀農業農村むらぐ -ロマンチックセミナー -クリークやi毎
に0-157の3fe ・育I前センターの役割が るみ発展運動に呼応 -農業後継者と PT を汚さない液
響 拡大 したi吉野j A'子供達とのふれ {本石商売の全戸
「水田農業政策俄絡先f -新たな恭本j去につい あい活動 配布
替を磯立j研修会に参加 て討議 -他業種(商工青年一部)
との交流会
19971 1 .農産物の~y.最i成d 新蒸本i去に向It運動 -単一JA制の勉強会
-関装施設の有効利用で 新米政策の研修会
一一「動コスト低減と品質向上ー 大fLーのt普産 4二部盟友箸名活動を ・公的介護fj祉
. 1稲作経党危機突破・ 実施し，要望・要請 制度の学官
米政策確立佐賀県大 を行う
会jに参加i
19981 [‘ L尽開Iに「農業後継者が 農村むらぐるみii!¥動 「農政問題の焦点、と -ヘルパー 3
希望持てる政策実現j -力[1入推進，転作の罰 青年部活動jの勉強 養成研修 (10
IWTO次期交渉での農 地イヒ， *il助事業への メZ会"、 名修了 j;iJ取
民の閥、を強力日張| 取組み強化 得)
する断凶たる姿勢Jを
要請事滋として提出
l蜘!食料農業農 1ーと一政 高齢者干高校i舌
村基本法 策確立について討議 動の取組み
-米の関税化 ・21t11:紀さが園芸確立対 土地利用型活性化対 る fひまわり会J
策事業活用 策大綱J研修会へ参
-大反共乾設i霞，無人ヘ 力行 環境問題・介
リの導入 -先進地視察 護福祉を学習
-第2タマコトギ選果坊の
資料:白石地区農協{総会資料j各年を参考にした.
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表13 営農指導員の営農指導領域における主な業務(1 ) (単位:人)
rR 分 項 日 主に担当している仕事
地域農業企画管理 農業振興計画の策定 回
年間営農指導計画の策定・推進 [il 
本支所関の連絡調整や検討会の開催 国
水回転作への対応、 9 
農用地などの利用調整 6 
日記語員の教育研修計画 4 
ト一一一
農家台l隊の作成 l 
ト一一一一
回補助事業の参制導入
会計絵査対応 7 
幾J械銀行の組織化
j農業労働銀行の組織化
その他 2 
1'1'政対応 補助卒業・行政施策等への対}ふ 図
関係機関との迷携調整 国
その1t!l l 
組合員組織育成・運常管理 生産組織の育成・支援 国
部会・農会等の事務局 国
生産者組織の育成 回
リーダーの管liY; 1 
同i函言語:成・確保 4 
そのf也
営農指導相談 専門的技術指導 図
土壌分析診断 7 
実託試験 3 
生育診断マニュアルの作成 2 
講習会の開催 日
品評会-共励会などの開催 3 
農業経営・地域農業の診断 3 
日常・総合的相談 、亡J 
経営管理・税務指導 国
その他 2 
新技術の研究開発や俊良品種選定・導入 新技術新作自の開発研究 回
優良品種の選定・導入 回
新技術に関する農家意向調査などのh 3 
営農情報の収集・提供 図
情報システムイヒ・ネットワークfヒ
:共同利用機械・施設の管理運営 営農j指導領域の利用言階段・綴織化機能 国
生産直営領域，叛究領域の加 L・貯蔵・ 4 
販売施設との謝祭
資料・ 2000年1月アンケート調査による.
注:あてはまるものすべて選んでいただいた.
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表14 営農指導員の営農指導領域における主な業務 (2) (単位:人)
IR 分 項 日 宗寺に担当している仕事('1)1'差是指導員数)
営農支援領域 営農:支援 営農資金供給・管理機能 7 
価格安定制度などの取り組み 7 
生産施設専任要員 5 
生産凶地専任要員 2 
農業機械オペレータ 4 
農業災害などの相談 3 
生産購寅領域 生産購買 生iJ溝~企翻・計画 4 
予約注文資材取りまとめ 回
当用資資材取りまとめ 2 
生産資材配送・供給 2 
生産資材発注 1 
その他 2 
農産物加工販売 販売計画・実施そ 市場動向の分析診断 2 
領域 の他 販売開拓
集荷，格付け，選果:・包装 6 
農産物の検査 4 
集出荷施設の管理・透営 5 
奴売代金の精算 1 
消費の組織化
ブランドの確立，消費負:伝 4 
そのf也
農産加工 加工施設の管理・運営 1 
貯蔵施設の管理・運営 l 
その他 4 
地域住民対応領域 地域対応機能 農業祭地域行事・イベントへの参爾 盟
地域住民との交流企酒 自
ふれあい学園-学設農関などの.if:j堕 2 
朝市・夕市の開催
農業に理解ある地域住民組織化 l 
環境保全型農業の展開 4 
その他
資料:20∞年1月アンケート調査による.
i主:あてはまるものすべて選んで、いただいた.
1990年代後半になると，新食糧法とミニマムアクセス米受け入れに伴う米価抵下に対し価格対
策運動を行い，水田営農確立に向け一層の努力をした.一方， 1995年園芸100億円運動を開始
し， 1997年間芸施設の有効利用によるコスト低減と品質向上に努め， 1999年21世紀さが閤芸確
立対策事業を活用する方向へ切り替えつつある.また 水田営農と大豆基本設策確立について
も討議している.
ところで，本農協管内の稲作部門では， 1989年，差5J1j化をはかる目的で新品種(コシヒカ 1)， 
七夕コシヒカ lJ)が導入されたが，その後，前述のとおりミニマムアクセス米受け入れの開始，
新食糧法の施行など稲作をめぐる状況が一変し，米価の低迷が始まった.その苦慮する稿作対
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表15 営農指導事業における業務内容の動向 (単位:人)
[玄 Jri、z 一番割合の大きい仕事 著増している 減少傾向の
農繁期 農協期 仕事 仕事
事務会議など 資料毒事の作成 回 国 図 l 
指導関係(技連会議) 4 2 4 
生産者組織関係会議 10 臼 7 l 
農協内部研修会議 回
その1也 3 
営農関連業務 業務連絡 6 2 3 3 
農家指導 回 国 2 回
業務推進 l 8 自 1 
集出荷作業 1 2 5 
予言ー 荷センター 業務 2 2 3 
タマネギ選果場業務 l l l 
タマネギ加工場業務 l 
ライスセンター業務 6 2 l 4 
その他 2 
出張を伴う会議・研 出張/郡内会議 5 8 自 5 
{多 出張/郡内研修 5 8 闘 5 
県関係会議 回 8 間 2 
県外会議・研修など 2 5 回
その他 5 4 3 3 
営農以外の臨時的業 貯金関係の推進 5 8 4 
1者 共済関係の推進 2 6 1 
生活資材関係の推進 1 l l 6 
生jlf.資材関係の推進 4 4 l 2 
行政関係の仕事 6 7 出 2 
その他 2 4 
資料・ 2∞Oif'll月アンケート調査による.
j主:各大項目の中で小項目を一つ選んで頂いた.
策と，新規拡大した園芸部門の振興活動でも営農指導員の高度な生産技術対応などの活躍が生
産者組合員によって大いに期待されている.
そこで，白石地区農協の経営基軸である営農指導事業をめぐる状況変化について，営農指導
員を対象に行ったアンケート調査(2000年1月)からその特徴を検討した.ちなみに，アンケー
ト調査に対して回答を得たのは40名(平均年齢38.8歳，課長10名，係長12名，主任 l名，係員
17名)であった.農協勤務王手数は20-30年間の方が最も多く 19名， 10-15年間と 3年未満5名，
30年以上と 5 10年間4名， 15-20年間2名， 3 -5年間 1名の構成であり，勤務年数の長い
ベテランの方が多かった.しかも営農指導関連業務だけに…貫して従事してきた人が28名70%
であった.現在の営農指導を主・副専門別にみると，普通作(主15名，副17名)，間芸(主21
名・副5名)が多く， [勾用牛，酪農，果樹部門などが少数であった.
まず¥第1に，営農指導員の営農指導領域における主な業務を表13に示した.現在，営農指
導員の指導領域は， 1)地域農業企商管理部門において，農業振興計画の策定作業が大きく，
年間営農指導計画の策定・推進，本支所聞の連絡調整や検討会の開催，補助事業の参画導入な
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表16 '1言農指導員が指導する農家 (lf立， 21立)
区 分 項 日 主に指導している農家
経営規模 5，Oha 以上 3 
3.0~5.0ha 8 
1. O~3. Oha 回
1. Oha未満 7 
不特定 6 
専業・兼業別 専業 回
第一種兼業 回
第二稜蒙業 2 
不特定 5 
年代 ~29歳 1 
30-49歳 5 
50~64歳 国
65絞~ 回
不特定 8 
↑生別 女性(基幹従事者) 8 
女性(後継者) l 
男性(基幹従事者) 国
男性(後継者) リ「
不特定 9 
経営組織の状況 個人・法人経営 5 
組織・法人経営 l 
f図別-非法人 回
不特定 8 
その他 2 
経営類型 普通作 図
園芸 国
果樹 。
花子f
茶
養蚕
肉用牛 。
善幸豚
書告農
その他 2 
組織加入状況 各部会関係 回
ノト組合などの地域紛織 4 
青年部 6 
総人部 。
受託・請負綴織 。
営農集団営農組合 4 
不特定 D 戸
その他 1 
資料:2000年1月アンケート調査による.
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どに関わる仕事が大きい.また， 2)行政対応部門においては，補助事業・行政施策等への対
応の仕事が大きく，関係機関との連携調整も1iっている. 3)組合員組織育成・運営管理部門
では，部会・農会等の事務局が大きく，生産組織の育成・支援作業がある. 4)営農指導相談
部門では，専門的技術指導がある. 5)新技術の研究開発や優良品種選定・導入部門では，営
農情報の収集・提供が大きく， 6)共同利用機械・施設の管理運営部門では，営農指導領域の
利用調整・組織化機能が大きな仕事となっている.
第2に，さらに，営農指導員の営農指導領域における業務(表14) には，営農支援領域，生
産購買領域，農産物加工販売領域などがあるが，生産財の予約注文・資材取りまとめがある桂
度である.
第3に，営農指導事業における業務内容の動向についてみた(表15).
近年， I仕事が急速に多忙化して，生産者訪問による巡回指導ができなくなってきたjと回
答した人が多い.営農指導員の95%が「仕事内容は明瞭にされているjと応えているが，今の
仕事に不満をもっている人が38%いる.原因として稲作を中心とする耕種部門，タマネギやイ
チゴを中心とする閏芸部門ともに仕事内容の多様化と資料作成の増加が考えられる.具体的に
は，穀類の価格低迷対策と早場米の振興，大豆の転作や新規閏芸作自の導入に伴う資料作成が
多くなったことにある.さらに，内勤業務である資料作成の地に生産者組織関係会議，県関係
会議， 1子政関係の仕事，業務誰進等も増加していることにある.
県関係会議が増加傾向にあるのは，新規開芸振興策として21世紀さが醤芸確立対策事業など
行政と一体となった推進体制が増加した為であると考えられる.また，生産者組識・部会など
と農協との結びつきが強まったのは，米輸入自由化問題や新食糧法制定以降の米価対策運動，
水田営農対策など農業情勢の変化に対応してきたことが大きい.さらに，行政関係の仕事増の
背景には， 1991年の気象災害，輸入自由化， 1995年の新食糧法施行関係が事務・会議を増加さ
せたことも考えられる.
一方，個人の能力については不足していると)忘えた人が59%もいた.現場での仕事や教育・
研修の減少により自分の知識や能力に自信を無くしている人が多い.このことは，特に若い指
に多く，園芸専門指導員に多い.新規作目導入や産痕が増加する中で，生産技術や知識の
取得に教育・研修制度の早急な見直しが必要とみられる.このことは営農基軸型農協にとって
緊急な課題でもあると思われる.
最後に，営農指導員が指導する農家をみた(表16).指導対象は， 1)経営規模は1.0~3. Oha 
層を中心としており， 2)専業兼業別は専業農家及ぴ第一種兼業農家を主対象としている.
3 )年代は50歳以上を対象にしている. 4)性別は男性の基幹従事者であり， 5)経営類型は
普通作を主な対象にしている.
7.地域農業の展開と営農指導事業
戦後，農協政策は一貫して農協経営の効率化，スケールメリットを追及すべく大型合併によ
る規模拡大策を中心として展開してきた.その歩みは，本稿で調査対象にした佐賀県ド農協に
おいても同様であり，農協経営不振の打開策として広域合併化が進められ，農協の事業方式，
経営管理方式にも大きな影響を与えてきたと思われる.
そして，このような規模拡大策が展開する中で，逆に農協職員の資質や経営能力低下をもた
らし，農協経営不信に拍車をかけたこと，また，金融部門など採算部門に力点をおき，営農指
導事業などサービス事業の機能を充分に発揮できなかったことが，農協経営のさらなる悪化を
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もたらした.この事は本稿で指摘するまでもなく多く指摘もされてきた.しかし，現在なお，
農協合併を呂的に，地域農業・生産者不在の農協合併は止まることなく進展している.
このような中，本稿では，長期農協経営不振期に，さらなる農協合併の道を取らず¥正組合
員に対する営農指導事業に一層力を入れ，農業生産力の向上に努める一方，組合員に対する泰
仕性を高め，質の高いサービスを行って，高い収益を上げ，経営が安定している単位農協経営
の実惑を明示した.すなわち農協による組合員に対する高い奉仕性が組合員と農協相互の信頼
を築き，それが農協の信用事業をはじめ，購買，販売，共済，利用などの諸事業利用度に波及
効果をもたらし，経営全般の活性化につながったことを，改めて指摘した.
農協経営における事業運営の面で 「経営管理層jの経営戦略の如何によって経営成果が大
きく変わっていくことは明らかであるが，事業聞の良好なバランス体制，事業別の適切人員配
組合員の多様なニーズに合わせた積極的な対応，これらが経営不振への対応策でもあると
考えられる.
最後に，農協経営危機下の対応策として次の点が指摘できると考える.第1に，総合農協は
一時的「採算事業部門jへ多数の織員を偏在させることなく，地域農業発展に寄与すべき視座
でその総合性を発揮して，良好な事業間相互連関体系の充実を図るべきこと，第2に，当該農
協管内の正組合員に対する営農指導を中心としたサービスなど奉仕性を高めることで地域農業
発展を図り，さらに，積極的に農協事業を利用しようとする準組合員，地域住民へのサービス
も高めるなど地域性豊かな農協事業を創造すること 以上が本稿で扱った調査研究に基づく提
案である.また，関連して，第3に，貯預率を下げ貯貸率を上げる方策として農業関連の地場
食品加工業や外食サーピスなど地場産農産物や地場労働力と結びっく当該農協管内の多様な部
門で地域金融市場時を積梅的に担っていくことも課題であると思われる.さらに，第4に，自己
資本充実による経営の健全性に向けた対策を強化する一方，農協の奉仕性，総合性が充分に発
揮できる民主的な経営管理能力の向上が重要であると思われる.
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